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第１章 総 則 
 

（適用範囲） 

第１条 本仕様書は、甲府城周辺地域活性化実施計画に係る事業化検討業務委託（以下「本業務」と

いう。）に適用する。 

２ 受注者は、本業務の実施にあたり、契約書、本仕様書、損失補償算定基準書(国土交通省)、

測量業務共通仕様書(山梨県)、用地調査等業務共通仕様書(山梨県)、「国土交通省公共測量作

業規程」、山梨県公共測量作業規程の各最新版、公共用地の取得に伴う損失補償基準及びその

細則並びに関係例規集並びに関係法規集（以下「規定等」という。）、関係法規等を遵守しな

ければならない。また、測量作業に必要な書類の作成にあたっては、国土交通省公共測量作

業規程記載要領に準拠するものとする。 

 

（作業範囲） 

第２条 本業務の作業範囲は、別紙位置図に示すとおりとする。ただし、本仕様書の第４条に示す目

的を達成するにあたり、設計範囲又は計上数量を超えて作業を行う必要が生じる場合には、

実施の必要性を発注者に説明するとともに、発注者と協議をしたうえで、実施の可否を決定

するものとする。 

 

（土地への立ち入り等） 

第３条 現地作業を行う場合には、事前に監督員に作業開始日を連絡するとともに、土地等への立ち

入り確認を受けるものとする。 

また、身分証明書交付願の提出においては、様式について事前に監督員の指示を受けるもの

とする。 

 

（業務の目的） 

第４条 本業務は、当該エリアの事業実施の可能性を検討するにあたり、必要な資料を得るための測

量及び補償算定作業とともに、地権者への説明・ヒアリングを行うものである。受注者は、業

務の目的を十分に把握し、目的を達成するものとし、発注者から地権者等への業務説明実施

の要請があった場合には、協力のうえ真摯に対応するものとする。 

 

（資料の貸与及び取扱い） 

第５条 発注者は、必要な資料について、受注者に貸与あるいは供与するものとし、受注者は、本業

務に必要な資料等について収集し、整理すること。 

受注者は、貸与品等について、破損、紛失等のないよう十分に注意し、業務終了後速やかに返

却すること。なお、貸与品等の本業務以外への使用を禁じる。 

【主な貸与品】 

・甲府城周辺地域活性化計画整備事業に伴う測量設計補償算定業務委託成果(令和２年度) 

 

（検査・修補） 

第６条 受注者は、成果品について発注者の検査を受けるものとし、検査の合格をもって業務の完了



とする。 

ただし、成果物が発注者の求める水準に適合しないものとして、発注者が修補を指示した場

合は、速やかに指示に従うものとし、修正した成果物における再検査の合格をもって業務の

完了とする。万が一、検査の合格後に成果物に不備が判明した際にも同様とする。 

 
（成果物の帰属） 

第７条 本業務における成果物は、すべて発注者に帰属するものとし、発注者の許可なく他に使用、

複写、流用、公表及び貸与してはならない。 

 

（疑義） 

第８条 本仕様書の記載内容及び本仕様書に定めのない事項について疑義が生じた場合は、発注者と

受注者が都度協議し、発注者の指示に従うものとする。なお、協議及び打合せ事項について

は、書面のやり取りをもって有効とする。 

 

（損害賠償） 

第９条 受注者は、本業務の実施過程において発生した諸事故や発注者に与えた損害に対しては、発

注者の指示に従い受注者の責任において処理するものとする。ただし、契約の内容に著しく

適合しない場合はこの限りではない。 

 

（履行期間） 

第１０条 本業務の業務期間は、契約締結日から令和９年３月３１日までとする。 

なお、本業務のスケジュールに係る事項については、次の点を厳守すること。 

(1) 地権者毎に測量及び補償算定に係るスケジュール(測量･建物等調査～取りまとめ～算定～発

注者確認～補償説明)を作成し、発注者の承諾を得るものとする。 

なお、各地権者の調査及び補償説明時期については、発注者の指示に従うものとする。 

(2) 発注者の承諾を得たスケジュールに則って業務を履行するものとし、特に、各地権者への補

償説明時期を厳守すること。 

(3) 受注者は、月次で作業進捗状況を打合せ記録簿により発注者に報告するとともに、作業項目

ごとに、その内容の詳細等について、発注者に説明すること。 

また、業務工程に遅滞が生じる場合は、修正工程表を合わせて提出すること。 

  



第２章 測 量 編 

 

（作業内容） 

第１１条 測量業務においては、次の内容を実施するものとし、貸与品である過去の業務委託成果品

（基準点測量等の電子データ）を参考とすること。 

(1)  打合せ等 

測量業務における打合せ等については、次に示す時期及び回数を標準として行うこととし、

監督員が必要と認めたときは追加で実施するものとする。また、この他必要に応じて、電子

メール、電話等により適宜打ち合わせを実施する。 

(ア) 業務着手時(作業計画等に係る内容)  １回 

(イ) 業務中間時(進捗状況の確認)   ３回 

(ウ) 成果品納入時(履行確認、成果物等に係る内容) １回 

なお。打合せ等には、主任技術者及び担当技術者を必ず含め、原則として１回あたり２名以

上が参加するものとし、打合せ内容は、速やかに業務打合せ簿によりとりまとめ作成し、監

督員に提出すること。 

(2)  用地測量 

用地測量は、エリア全体及び地権者毎の敷地面積の算出を目的とするものであり、境界確認、

境界測量、境界点間測量、面積計算の実施及び用地実測図、用地平面図、土地境界立会確認書

等の作成を行うこと。 

官民境界に関する業務については、地権者間のトラブルが生じないよう、細心の注意を払い

実施するものとする。 

(3)  現地測量 

現地測量は、民有地敷地及び外周道路全体を含めた範囲の平面図を作成すること。なお、A3

１枚に調査範囲を包括すること。 

 

（成果品の提出） 

第１２条 成果品は、業務内容別に整理をしたうえで、次のものを提出すること。なお、提出の時期

等については、監督員と協議を行うものとする。 

(1) 測量成果簿・・・・・Ａ４版とし、成果簿に添付。 

規定等の精度区分及び誤差の許容範囲を明記し、測量成果が誤差の範囲内であり、所定の精

度を有していることを記述すること。 

(2) 成果図面・・・・・・Ａ４版に折込み、成果簿に添付。 

(3) 原稿・原図・・・・・原稿・原図は保管用品に納めること。 

(4) その他の資料・・・・打合せ記録簿及び作業日誌、その他必要資料、写真がある場合には、 

電子データも提出する。 

(5) 報告書  Ａ４版・・・２部 

(6) 電子データ・・・・・１部（形式は監督員が指示するものとし、報告書に付する。） 

※ 成果品納入後であっても、成果品の内容に不備があった場合には、その後の対応について

発注者の指示に従い、原則として受注者の責任と負担において、速やかに対応するものと

する。  



第３章 用 地 調 査 編 

 

（作業内容） 

第１３条 用地調査業務においては、次の内容を実施するものとする。 

(1)  打合せ協議 

用地調査業務における打合せ協議については、次に示す時期及び回数を標準として行うこと

とし、監督員が必要と認めたときは追加で実施するものとする。また、この他必要に応じて、

電子メール、電話等により適宜打ち合わせを実施する。 

(ア) 業務着手時(作業計画等に係る内容)  １回 

(イ) 業務中間時(進捗状況の確認)   ６回 

(建物等２回、営業その他２回、補償説明２回) 

(ウ) 成果品納入時(履行確認、成果物等に係る内容) １回 

なお。打合せ等には、主任技術者及び担当技術者を必ず含め、原則として１回あたり２名以

上が参加するものとし、打合せ内容は、速やかに業務打合せ簿によりとりまとめ作成し、監

督員に提出すること。 

(2)  用地調査（補償算定） 

別紙用地調査(補償算定)業務数量表のとおり、建物の調査、工作物の調査、営業その他の調

査等を行い、図面等の作成、補償金額の算定業務を行う。なお、詳細については監督員の指示

に従うものとする。 

(3)  補償説明 

別紙用地調査(補償算定)業務数量表のとおり、説明資料の作成等(権利者等の処理方針の検討、

補償説明に係る事項の整理、補償説明資料の作成等)、補償説明(権利者等への補償内等の説

明補助及び権利者との用地交渉内容の記録の作成)を行うものとする。なお、補償説明回数に

ついては、3 回/者(全 33 回)を標準とするものの、地権者への説明状況等を踏まえる中で、

発注者・受注者協議のうえ調整するものとする。 

 

（成果品の提出） 

第１４条 成果品は、業務内容別に整理をしたうえで、次のものを提出すること。なお、提出の時期

等については、監督員と協議を行うものとする。 

(1) 補償調査算定書・・・正・副 各１部 

(2) その他の資料・・・・打合せ記録簿及び作業日誌、その他必要資料。 

(3) 電子データ・・・・・形式は監督員が指示するものとし、必ず発注者側で編集可能であるも 

のとし、報告書に添付すること。 

※ 成果品の内、地権者毎の概算補償金額等については８月末までに提出すること。ただし、

業務進捗に応じて監督員と協議できるものとする。 

※ 成果品納入後であっても、成果品の内容に不備があった場合には、その後の対応について

発注者の指示に従い、原則として受注者の責任と負担において、速やかに対応するものと

する。 


